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検 索柿沼貴志

●昭和50年11月11日生まれ
●おいもと幼稚園～桜ヶ丘小学校～長野中学校～羽生第一高校
●小中と野球少年だったが、高校から空手道に励む
●趣味：自転車、野球、ソフト、カラオケ
●平成23年 行田市議に初当選（1759票）

●平成27年 県議選に初挑戦（12,752票 次点）
●平成31年 県議選に於いて15,253票の信託を頂き初当選
  無所属県民会議（14名第二会派）にて活動中!
●朝の清掃＆挨拶活動は11年目に突入、1,000回を超え継続中!
●県民の声を県政に届ける為各地でミニ集会を実施中!

柿沼貴志のプロフィール
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383億1,641万84円令和3年12月追加補正予算36億1,663万円令和3年12月補正予算

2兆6,375億5,877万64円補正後累計

委員会で積極的に県政を質す。 拉致被害者救出の署名活動で
街頭に立ち訴える。

県内視察　
埼玉パナソニックワイルドナイツ

継続して駅や街頭に立ち
郷土の声を県政に！ 

主な内容

介護施設・障害者施設における
新型コロナウイルス感染症対策の継続
介護施設・障害者施設における
新型コロナウイルス感染症対策の継続
◆感染発生時の人員確保など福祉サービス提供継続等に向け
た支援
◆埼玉県地域医療介護総合確保基金への積み立て
◆クラスター発生時の看護師派遣による療養体制の確保

県税務システムの改修県税務システムの改修
◆軽自動車税に係る国との連携方法の変更に伴うシステム改
修費の増額

ポストコロナの新しい生活様式を見据えた
社会経済活動の活性化に向けた支援
◆経営環境の変化に対応した事業再構築等に取り組む中小企
業等への支援
◆ＤＸ推進に向けたキャッシュレス決済の導入に取り組む商店
街への支援
◆原油・原材料価格の高騰に対応した緊急融資枠（１００億円）
の創設による中小企業等への利子補給
◆商工団体と連携した中小企業のニーズを踏まえたデジタル人
材の育成
◆県外からの旅行者も対象とした観光応援キャンペーンによる
観光関連事業者への支援

 柿沼貴志の活動風景 



12月定例会　柿沼、魂の一般質問
埼玉県の観光振興施策の推進を！（知事）埼玉県の豊富な観光資源を活かす取組を 
埼玉県には全国に発信できる観光資源が豊富にある。例えば行田市には埼玉県名発祥の地ともいわれている「さ
きたま古墳群」があり、県内初の特別史跡にも指定されている。さらに本年造幣局では、特別史跡「埼玉古墳群」を
構成する稲荷山古墳の記念メダルを販売開始した。また近代産業を支えた足袋蔵のストーリーが日本遺産に認定
され、こちらも県内唯一の世界に誇れる文化遺産だと確信している。ただ残念ながら県の観光施策には日本遺産
は全くといって良い程考慮されていない。日本遺産は更新制度に代わり、このままでは認定取り消しもあり得る。
折角の観光資源が有効に生かされない。様々な注目を集めるコンテンツがある今こそストーリー性のあるPRを含
めた観光行政に力を入れるべき。コロナ禍もあってか観光ツアーは皆無、せっかく開発された古墳グッズも商品化
が進んでいない。部局の連携が、観光振興、ひいては地域振興に繋がると思われる。市町村との連携も含め、埼玉県
として部局を超えた観光行政を進めるべき。 
指摘している観光行政の取組拡大には予算措置が必要だと考える。埼玉県の令和3年度の観光当初予算は3.4億
円で、秋田県に次いで少ない予算額である。埼玉県は県内各地に歴史遺産や自然遺産があり、アニメの聖地なども
ある。観光資源は豊富であり、首都圏から手軽に訪れられる位置にあることも強みの一つだ。人口減少が続く県北
地域では、観光振興が地域活性化の有効な手段になると考える。費用対効果も十分期待できる観光予算を増額し
て取組むべきである。 

Q

議員指摘のとおり、連携や市町村における取組なども踏まえ、令和４年度の予算については、担当部局
ともども、検討をしっかりと進める。 A補正で増額するのではなく当初予算を増

額することが重要と考えるが見解を伺う。 Q

行田市には日本遺産に認定された足袋蔵や埼玉古墳群などのほかにも、古代蓮、忍城、田んぼアート、花手水、陸王、のぼうの城などストーリーに富んだ
魅力的な観光資源が豊富にある。県は観光情報誌やＳＮＳのほか、民間事業者と連携して作成した周遊マップ、インバウンド向けの埼玉ＰＲ動画など様々
なツールを使い埼玉古墳群や足袋など 行田市の観光資源を国内外に紹介してきた。 
観光予算額は令和３年度においては、観光振興の観点から補正予算として４５億円を計上し、観光キャンペーンなどに力を入れた。観光振興における本県
の強みは、首都圏の４千万人を超える人口と交通アクセスに恵まれていることである。こうした首都圏の方をメインターゲットとして、年間を通じて何度も
訪れたい埼玉県を目指し、鉄道事業者などと共に取り組んでいる。また、株式会社KADOKAWAなどと連携してアニメ関連の観光スポットへの誘客を展
開している。若者に人気のＶＴｕｂｅｒやeスポーツなどのデジタル技術を活用した情報発信を行うとともに、一層連携して埼玉県の魅力を高め、観光振興
に取り組みたい。 

A

学校教育問題について

今年度開催された、パラリンピックでは、障害のあるアスリート達が高いパフォーマンスと私たちに共生社会の実現に向けての大きな感動を与えてくれた。国や県
は、高等学校に対して、生活困窮者への自立支援、ひきこもり支援における関係機関の連携の促進、医療的ケア児およびその家族支援、ヤングケアラー支援、その
他にも中途退学、不登校、自殺、虐待、緊急事態宣言での心のケアなど多くの問題が深刻な状況であり、適切な支援と連携がなされるよう「文書通達」がなされて
いると聞いている。高まる学校と外部関係機関の重要性、学校のプラットホーム形成についてその重要性と今後の取組について教育長に見解を伺う。 

Q
①学校と外部関係機関の連携やプラットホームの形成について（教育長） 

学校が、生徒一人一人に適切な支援を行うためには、様々な課題を早期に把握し、その状況に応じて医療や福祉など外部の専門機関などと連携して対応
していくことが大切である。こうした外部の関係機関と適切に連携するためには、学校は生徒を支えるプラットホームであるという位置付けのもと、関係
機関と連携したネットワークを構築することが重要であると認識している。現在、学校には、心理の専門家であるスクールカウンセラー（SC）や福祉の専
門家であるスクールソーシャルワーカー（SSW）など様々な外部人材を配置し、課題を抱える生徒を組織的に支援する体制を構築し、一人一人の生徒を
しっかりと支援していく。

A

現在、関係機関との連携について、具体的にどのように取り組んでいるのか。Q
家庭環境に課題のある生徒の支援には、SSWを活用して、児童相談所、あるいは市町村の福祉部局等の関係機関と学校とのネットワークを構築する役目を果た
している。また、就労に悩む生徒には、就職支援アドバイザーを活用することにより、ハローワークやヤングキャリアセンターなどの関係機関と学校の連携を円滑
にする役割を果たしている。様々な外部機関と連携をすることにより、学校が中心にならなければいけないという思いは持っている。様々な専門的知見を活用し
て、チーム学校として生徒を支えていく。

A

週２日勤務のSSWが会議日程の調整、情報の共有、緊急対応など職務として対応出来ると考えているのか？また、
「文書通達」のように福祉、医療、保健などとの連携が求められていても「地域の支援体制を知る」ことは、充分な見識
と経験がなければ到達できるものではない。勤務日では無い日の交通費も自腹で通っている。なぜそこまでするの
かといえば現状困窮している生徒を目の前にした当事者だからである。指摘した「生徒の困窮した状態への支援」を
次から次へとSSW等活用する通達文を出しておきながら年間の勤務日数を基本90日と変えることはない。また、
SSWは、生活保護担当とも連携し生活困窮の生徒支援をしている。しかし、支援している側のSSWの年間の給与は
109万円であり、支援している側も実は生活困窮者レベルといえる。そのうえ、生徒のため市・町へ出かける交通費で
さえ、自分で支払っている現状がある。法的にも学校職員であり、学校ではその職責が益々大きくなっているのにも
かかわらず、職業として自立した生活を保証していない現状は問題である。 
以上を踏まえ、より高い専門性の待たれるパレット校にSSWの常勤化に向けての予算化を強くお願いする。

Q

本年４月にパレット校である吹上秋桜高校を訪問した。生徒の中には、家庭や生活環境に困難を抱えていたり、特別
な支援を必要としたりと様々な背景を抱えながら、懸命に学ぶ姿を間近に見て、こうした学校の重要性について再認
識した。子供たちの未来が家庭の状況など置かれた環境によって左右することがないよう、学校は生徒の自立を
しっかりと支援することが何より大切である。そして、指摘の通り、困難を抱える生徒の自立を支援する上で、SSW
の役割は大変重要である。その一方で、指摘のような課題があることも認識をしている。SSWの常勤化については、現在、国において、常勤の職として求められる
職責や担うべき職務など配置の在り方について調査研究が行われている。持続的な体制としていくためにも、国の調査研究結果を踏まえ、教育委員会には支援
を必要とする生徒の支援体制についてしっかりと検討をして適切に判断していく。 

A

支援を必要とする生徒は「今」が大切である。国の調査研究の結果を待つのではなく、少なくともパレット校については、県として予算措置をして常勤化を
進めるべきである。 Q
SSW、特にパレット校における重要性については、認識している。常勤化については、指摘もあったとおり、SSWとしての働き方の問題もあり、常勤をする
場合の認められるべき職責、あるいは配置の在り方等について議論をする必要がある。この調査研究が今進められているが、これを踏まえて、教育委員会
にはしっかりと検討をさせたい。その結果、モデル校で効果を検証したい等の具体的な意見がありましたら、その意見を聞きながら、適切に判断をし、一
歩進めたい。 

A

②支援を必要とする生徒の問題解決の為に欠かせない、専門職の常勤化への予算措置について （知事）

埼玉新聞 令和3年12月11日付



ギャンブル等依存症対策の強化を

高等学校学習指導要領の解説では、保健体育の授業で、ギャンブル等への過剰な参加は習慣化すると嗜癖行動になる危険性があり、日常生活にも悪影響を及ぼ
すことに触れるようにすると記載されている。ギャンブル等の嗜癖行動は開始年齢が早いほど依存症に陥りやすいことから、学校において行動嗜癖に関する指
導を行うことが大切と考えるが教育長の見解を伺う。 

Q
①高校生に対するギャンブル等依存症に関する教育について（教育長）

将来、子供たちが、ギャンブル等に依存しないようにするためには、行動嗜癖について早い段階から正しく理解することが、重要であると認識している。高等学校
の新学習指導要領では、保健の指導内容に新たに「精神疾患」が位置付けられ、その中でギャンブル等の行動に依存する、行動嗜癖の危険性について取り上げる
ことになった。そこで、県として保健体育科の教員を対象とした保健体育研究協議会等において、来年度から始まる新たな指導内容について、周知を図っていく。
今後、子供たちが生涯にわたり健康を保持増進し、明るく豊かな生活を送っていくためにも、ギャンブル等依存症を含めた行動嗜癖の予防に向けた教育の推進
に取り組んでいく。

A

本気でギャンブル依存症から県民を救うのであれば埼玉県独自でパチンコ店の全店舗抜き打ち調査等取締りを強
化することはできるか？ Q
パチンコ営業については、その態様によっては客の射幸心を著しくそそることとなるなど、善良な風俗と清浄な風俗
環境を害し、又は少年の健全な育成に障害を及ぼすおそれがあることから、業界に対して違法行為については厳正
な取締りを行っている。今後とも適正に業務を推進していく。 

A

県政サポーターのアンケートで、どんなギャンブルをやったことがあるかを聞いたところ、ギャンブル依存症に大きく関連するギャンブルでは圧倒的に「パチンコ、
パチスロ」となっている。パチンコは、出玉をそこでは現金に替えず、一度「特殊景品」に交換し、外に出てから違うところで現金に換えていくという三店方式が行わ
れている。法の抜け道を利用した国も警察も見て見ぬふりをしているこの三店方式だが、やはり外に出てからでもすぐに現金に換えられるから沢山の人たちが
やっているわけで、ギャンブル等依存症から県民を本気で救うのであれば、この三店方式を事実上規制する必要があると考えるが、警察本部長の見解を伺う。 

Q
③三店方式による営業形態について（警察本部長）

客がパチンコ営業者から賞品の提供を受けた後、第三者に当該賞品を売却することはあるものと承知している。風
営適正化法では、パチンコ営業者が現金又は有価証券を賞品として提供することや、客に提供した賞品を買い取る
ことを禁止している。当該第三者がパチンコ営業者と実質的に同一であると認められるような場合には、同法違反と
なることがある。県警察としては、こうした違法行為については、厳正な取締りを行っている。本年６月には、県内のパ
チンコ店経営者を遊客から賞品を直接買い取った同法違反容疑で検挙しており、埼玉県公安委員会から同店に対し
て営業停止の行政処分がなされている。 

A

自傷他害の恐れがあるリスクの高い案件は、家族会や考える会といった当事者や家族で構成された民間団体頼みになっている。県は当事者や家族の声を本当に受け
止めているのか？切れ目のない支援に民間団体との連携強化の必要性があると考えるが、保健医療部長の見解を伺う。Q
指摘のとおり、ギャンブル等依存症について、相談から治療、回復に至るまで切れ目のない支援体制を整備していくためには、民間団体を含む関係機関との連携
が必要不可欠と考えている。県では、ギャンブル依存症問題を考える会埼玉支部が実施する家族会ミーティングや基礎講座に対し補助を行っている。また、「依存
症対策連携会議」に委員として参加し、意見を踏まえて、考える会の活動を埼玉県依存症対策推進計画に位置付けることとした。こうした会議を通じて、民間団体
の活動と連携を強め、当事者や家族の方からの意見を伺いながら、今後の対策に生かしていく。

A

②支援のための民間団体との連携強化について（保健医療部長）

新型コロナウイルス感染症の影響で、不要不急の外出を控えていた緊急事態宣言下でも、朝からパチンコ店の前には行列が出来ていた。パチンコが原因でギャン
ブル依存症になり生活保護に陥ってしまっている人や重度のパチンコ依存症を救う為の県の考え方と対策について、保健医療部長の見解を伺う。 Q
多重債務等の経済問題が深刻な事例について県では、精神保健福祉センターや保健所においてギャンブル等依存症を始めとした依存症の相談を受け付け、
必要に応じて「暮らしとこころの総合相談会」などを案内し、法律の専門相談に繋げている。パチンコへの依存を含むギャンブル等依存症対策を効果的に推
進していくためには、関係事業者との連携が不可欠であると考えている。こうした取組により、埼玉県遊技業協同組合と連携を図りながらパチンコへの依存
症対策を進めていく。 

A

④パチンコ依存症を救うための対策について（保健医療部長）

ギャンブル等依存症は、適切な治療と支援により回復が十分に可能です。しかし、本人自身が「自分は病気ではない」などとして現状を正しく認知できない場合もあり、放
置しておくと症状が悪化するばかりか、借金の問題なども深刻になっていくことが懸念される。解決に向けた取組の強化をしていかねばならない。埼玉県ではギャンブル
依存症の自助グループは残念ながら首都圏では最も少ない状況である。県内には全国的にも珍しくすべての公営競技が存在しています。このように多くの施設を抱えた
埼玉県だからこそ、ギャンブルが抱える問題に真摯に向き合って範を示す必要がある。県としても埼玉県依存症対策推進計画（案）として重点課題と目標を設定している
が、実現するためには具体的な取組が必要である。

児童相談所の負担軽減や
一時保護所の子どもの

権利擁護について（福祉部長）

新型コロナウイルス
ワクチンの接種

リスクについて（知事）

新型コロナウイルス
ワクチン未接種による

差別の防止対策を（知事）

行田市停車場酒巻線の
早期完成について
（県土整備部長）

その他にも下記について
質問をしました。

埼玉県議会HP
から動画視聴できます。

QRコードよりアクセス
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柿の種通信 第 13 号

スクールソーシャルワーカーとして働く、
堀口先生にお話を伺うことができました。

スクールソーシャルワーカーとは

児童・生徒が生活の中で抱えているいろいろな問題の解決を図る専門
職です。日常生活の悩み、いじめ、暴力行為、虐待などの問題に対し、児
童・生徒が、自らの力で問題の解決を図れるように関係機関との連携調
整が主な役割です。

県政報告会、ミニ集会、講演依頼など市内どこでも
出張しますのでお気軽にお問合せください。 

県政に対する要望やご意見は
表紙にある柿沼貴志事務所へ

メールか電話・FAXでご連絡ください。  

埼玉県議会の内容は
埼玉県のホームページでご確認ください。 

現場の生の声を県政に届ける!

柿 ：市町村によって窓口が異なりますよね。

堀 ：はい、そうですね。行政も家庭からの訴え
がないと動けないのが実態です。保護者も
実状を隠したがる傾向が強く、ヤングケア
ラーの子どもたちも幼少期から恒常的に
なっているので認知していないことがほと
んどです。

柿 ：そういった状況から想像すると、現状の勤
務時間で解決を図るには圧倒的に時間が足りないですよね？

堀 ：本来は毎日勤務してこそ解決に向かうことが可能になると思います。

柿 ：国ではスクールソーシャルワーカーを活用していくと言っていますが、
週２日の雇用状態は変わっていません。ヤングケアラーを問題視して
いる埼玉県でも同様です。勤務日以外の活動経費は自己負担と聞い
ています。そうなってくると先生の後継者はなかなか増えませんよね。

堀 ：実際、私の身近には若手のスクールソーシャルワーカーはいません。
社会福祉士、精神保健福祉士の資格が必要なのですが、大学を出て
これらの資格を取得して就職となっても、週２日年間１００万少しの収
入では生活できませんよね。

柿 ：障害がある子どもたちにとって、高校は社会へ繋がる為の貴重な場
所であり、スクールソーシャルワーカーは重要な役割を担っています。
やりがいがある仕事、選ばれる職業になるために待遇面を大幅に改
善する必要があります。

堀 :高校在学中に子どもたちが自立に向けて一歩踏み出すための支援を
することが私どもの使命です。

柿 ：今回の県議会で大野知事に対し、予算の確保を依頼し、力強い答弁を
頂いています。これからに期待したいですね。

堀 ：スクールソーシャルワーカーひとりの力には限界があります。学校に
おいても教育の相談体制として教師を含めた包括的な連携体制が必
要です。

柿 ：最後に県に求めることをお聞かせください。

堀 ：普通高校にも支援を必要としている子どもがいることを知って欲し
い、実態を把握して欲しい、現場の声を聞いて欲しいと思います。

柿 ：スクールソーシャルワーカーが活躍できる環境について県が認識し、
目で見える形のシステムを構築するよう引き続き働きかけてまいりま
す。本日はありがとうございました。

柿 ：本日はよろしくお願いします。まずはスクールソーシャルワーカーとし
て先生がお感じになっていることをお聞かせください。

堀 ：わたくしが勤務している高校は普通高校ですが、支援を必要としてい
る生徒が多いことに驚いています。まずひとり親家庭が3人に1人、小
中学校時代からの不登校の生徒も４割から５割、クラスの約半分を占
めています。一般の高校のイメージとはだいぶ異なりますね。

柿 ：具体的な人数をお聞かせください。

堀 ：１学年１60人でおおよそ110人、約7割が支援を必要としています。今
年はもっと多くなるかもしれません。

柿 ：本来であれば支援を必要とする生徒が、一般高校で生活するのは負
担があるのではないですか？

堀 ：進学就職の願いが強い保護者の意向で我が校に通学している生徒
が多いこともあり、保護者の願いと現実の生徒の実態にギャップがあ
るのが現状です。

柿 ：そのような現状ですと保護者の中には現実を受け入れることが出来
ず、障がい者手帳の取得も難しいですよね。

堀 ：保護者が子どもの障害を認めない、受け入れないケースが多いので
確かに難しいです。実状と理想の擦り合わせを３年間でどこまででき
るのかが課題です。

柿 ：この３年間で社会につながる準備が出来ない限り、その後引きこもり
となるなど、公の支援を受け入れるしかなくなりますよね。そうなる前
に支援をして行く必要があり、最終的にはスクールソーシャルワー
カー、スクールカウンセラー、学校の先生、自治体、ハローワーク、企業
が協力し合う社会連携のしくみ、プラットホームを構築する必要があ
りますね。最初の窓口としてのスクールソーシャルワーカーの役割が
より重要になるかと思います。

堀 ：その通りです。しかし、私自身の勤務は１日６時間、週２回、年間で９０日
程度です。この時間でこれだけの生徒をケアしていくのは困難です。

柿 ：その通りですよね。時間が足りないですよね。

堀 ：スクールソーシャルワーカーの仕事は話を聞いて終わりというわけで
はありません。むしろそのあとが重要で、学校の先生との情報共有、ど
んな支援機関によるサポートが必要か、保護者にどのように説明する
かなど、そういったことに多くの時間を割くことになります。

柿 ：ヤングケアラーが問題視されていますよね。

堀 ：県では１年半前にヤングケアラーに関する条例が出来、ようやく認知
が広まってきました。


